
 

 

財務諸表に対する注記 

 
1. 重要な会計⽅針 

（1） 会計基準 

新新公益会計基準を適⽤している。 

（2） 棚卸資産（資料）の評価基準及び評価⽅法 

先⼊れ先出し法に基づく原価⽅式を採⽤している。 

（3） 固定資産の減価償却の⽅法 

法⼈税法に規定する次の⽅式を採⽤している。 

・有形固定資産・・・定率法によっている。 

・無形固定資産・・・定額法によっている。 

（4） 引当⾦（退職給付引当⾦）の計上基準 

従業員の退職給付に備えるため、退職給付債務に基づき、当期末において発⽣していると認

められる額を計上している。 

なお、退職給付債務は期末要⽀給額に基づいて計算している。 

（5） 消費税等の会計処理 

消費税等の会計処理は税込み⽅式によっている。 

（6） 税効果会計 

収益事業を営んでいないため、公益法⼈会計基準により税効果会計を適⽤していない。 

（7） キャッシュ・フロー計算書について 

公益法⼈会計基準に定める、⼤規模公益法⼈等に該当していないため、作成していない。 

 

２．退職給付引当⾦                                    （単位︓円） 

科⽬ 期⾸残⾼ 増加額 減少額 期末残⾼ 

退職給付引当⾦ 17,038,848 1,807,468 0 18,846,316
 

 

３．固定資産等の取得額、減価償却累計額及び期末残⾼               （単位︓円） 

科⽬ 取得価格 減価償却累計額 期末残⾼ 

敷⾦ 1,410,000 － 1,410,000

電話加⼊権 249,270 － 249,270

器具備品 9,999,368 9,341,199 658,169

無形固定資産 1,226,844 1,064,844 162,000

合計 12,885,482 10,406,043 2,479,439
 

 



 

 

４．特定費⽤準備⾦等                                                            （単位︓円） 

 期⾸残⾼ 増加額 減少額 期末残⾼ 

嗅覚検査室取得引当資産 6,000,000 3,000,000 0 9,000,000

新資格運営費⽤引当資産 0 2,400,000 0 2,400,000
 

 

5．⼀般正味財産                                                              （単位︓円） 

 期⾸残⾼ 増加額 減少額 期末残⾼ 

嗅覚検査室取得資⾦ 6,000,000 3,000,000 0 9,000,000

新資格運営費⽤準備⾦ 0 2,400,000 0 2,400,000

その他⼀般正味財産 43,873,458 5,731,142 0 49,604,600

合計 49,873,458 11,131,142 0 61,004,600

 


